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令 和 ３ 年 ５ 月 19 日 

政 策 局 広 域 行 政 課 
 

   

「第 51 回指定都市市長会議（WEB 会議）」の 

開催結果について 
 

指定都市市長会（会長：林 文子 横浜市長）は、５月 17 日に「第 51 回指定都市市長会議

（WEB 会議）」を開催し、次のとおり、要請・提言を採択いたしました。 

 

指定都市市長会議において採択された提言等 

１ 新型コロナウイルス感染症対策に関する指定都市市長会要請 

２ 自治体情報システムの標準化・共通化に関する指定都市市長会提言 

３ 経済財政運営と改革の基本方針２０２１(仮称)に対する指定都市市長会提言 

４ 脱炭素社会の実現に向けた指定都市市長会提言 

５ 児童福祉司の人材確保・育成に関する指定都市市長会提言 

６ 統一的な子ども医療費助成制度の創設に向けた指定都市市長会要請 

７ 予期せぬ妊娠で悩む人々への十分な対応を図る体制整備に関する指定都市市長会要請 

８ 多様な大都市制度実現プロジェクト中間報告 

９ 多様な大都市制度の早期実現を求める指定都市市長会提言 

※詳細については、添付資料を御参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜指定都市市長会議の様子＞ 

※写真データを希望される方は、下記の問合せ先までご連絡ください。 

 

 

お問合せ先 

政策局大都市制度推進本部室広域行政課長 安形 和倫 Tel 045-671-2108 

 

















 

自治体情報システムの標準化・共通化に関する指定都市市長会提言 

 

令和２年 12 月、国において、「デジタル・ガバメント実行計画」(以下「計画」

という)が閣議決定されるとともに、先日「地方公共団体情報システムの標準化

に関する法律」などデジタル改革関連法案が可決成立し、デジタル・ガバメント

推進のための取組を計画的かつ実効的に進めるための方向性が示された。 

計画では、住民記録、地方税、福祉など、地方自治体の主要な 17 業務を処理

するシステムの標準仕様を、デジタル庁が策定する基本的な方針の下、関係府省

において作成し、令和７年度末を目標に地方自治体が標準仕様に準拠したシス

テムに移行すること、その際には国が整備した「(仮称) Ｇｏｖ-Ｃｌｏｕｄ」を

利用すること、国が財政面を含め主導的な支援を行うことなどが示されており、

指定都市としても国と連携を取りながら情報システムの標準化・共通化を進め

ていく考えである。 

一方で、情報システムの標準化・共通化に当たり、指定都市のような大規模自

治体においては、標準仕様に合わせた大幅な業務の再構築（ＢＰＲ）や業務執行

体制の見直し等が必要となるため、検討期間を十分に確保する必要がある。 

また、システム間で情報連携する共通基盤システムや統合データベースなど、

他の情報システムの改修等も必要となるほか、現行の情報システムに係る運用

保守等の契約を途中で解約する場合には違約金も発生するため、こうした関連

費用についても財政措置が必要である。 

 さらに、指定都市は、その規模や権限、行政区の存在など、指定都市以外の地

方自治体とは業務の環境が異なることから、取組に当たっては指定都市の業務

実態や課題を考慮すべきである。 

 ついては、自治体情報システムの標準化・共通化に向けて、下記の提言を行う。 

 

記 

 

１ 情報システムの標準化・共通化の検討に当たっては、行政区など政令指定都

市特有の事情を仕様に反映させるため、指定都市市長会も法律に基づく意



見聴取団体の対象に含めること。 

 

２ 「(仮称) Ｇｏｖ-Ｃｌｏｕｄ」に係る仕様の早期確定を初めとして、地方自

治体に対して速やかに情報提供を行うこととし、各システムに共通する認

証基盤やデータ連携基盤の仕様など全体設計に影響がある事項については、

令和３年度中に全自治体に対して案を提示し、意見聴取を実施すること。ま

た、17 業務に係る標準仕様の作成および標準準拠システムの開発について

は、標準化対象外の情報システムとの連携を十分考慮するとともに、事業者

に対する必要な調整を含め、デジタル・ガバメント実行計画で定められたス

ケジュールを遵守すること。 

 

３ 情報システムの標準化・共通化に当たり、財政支援の方策として地方公共団

体情報システム機構に基金を造成することが示されているが、今後も基金

の使途の拡充や増額を図るなど財源を確保した上で、地方自治体の負担と

ならないよう、実情を勘案した十分な財政支援を行うこと。 

 

４ 地方自治体の作業負担のみならず、全国の地方自治体が同時にシステム移

行を進めることから、地方自治体として懸念の大きい事業者の人材確保面

も含めた対応能力も考慮して、令和７年度末までとした目標時期について

柔軟な対応を検討すること。 

 

５ 行政手続のオンライン化などデジタル・ガバメント実行計画の趣旨に沿っ

た利便性の高い効率的な事務運用を可能とするため、情報システムの仕様

を標準化するだけでなく、各自治体における運用見直しが短期間で実施可

能となるよう、標準仕様に基づく基本的な業務フローを地方自治体に提示

するとともに、基本的な業務プロセスの見直しも含め、デジタル化に適した

制度設計とすること。 

 

令和３年５月１７日 

指 定 都 市 市 長 会 
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経済財政運営と改革の基本方針２０２１（仮称）に対する 

指定都市市長会提言 

 

 

我が国は、新型コロナウイルス感染症による影響に加え、人口減少・少子高齢

化や東京一極集中、デジタル化の一層の進展、脱炭素社会の実現や気候変動への

適応など、国内外の社会経済情勢の大きな変化に直面している。 

 

こうした中にあって、感染拡大防止と社会経済活動の両立を図りつつ、ポスト

コロナの新しい社会の実現に向けた取組を強化するとともに、東京一極集中の是

正や地域活力の再生を確実に進めるためには、国と地方が一体となり取り組んで

いくことが必要である。 

 

 指定都市は、住民に身近な基礎自治体であるとともに、人口・産業が集積する

大都市として、国の施策と連携して様々な取組を強力に進めているが、こうした

取組をより一層推進していくためには、地方税財源の拡充強化と地方分権改革を

同時に進めていくことが重要である。 

 

 圏域の中枢である指定都市が、その能力を十分に発揮し、日本をけん引するエ

ンジンとなって、感染拡大防止と社会経済活動の両立、デジタル改革、グリーン

社会の実現、ひいては、人口減少・少子高齢化の克服、東京一極集中の是正に寄

与していくため、経済財政諮問会議で検討されている「経済財政運営と改革の基

本方針２０２１（仮称）」において、指定都市市長会の提案を反映するよう強く

要請する。 
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１ 感染症対策の在り方の見直し及び雇用の維持と事業の継続等 

（１）感染症対策の在り方の見直し 

ア 新型コロナウイルス感染症や今後の新たな感染症への備えを万全にす

るため、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以

下「感染症法」という。）及び改正新型インフルエンザ等対策特別措置

法（以下「特措法」という。）における国と地方の役割分担や事務権限

について、指定都市などの意見も踏まえ、引き続き検証を行い、明確に

すること。 

  特に、指定都市など大都市部において多数の陽性者が発生している状

況下にあって、保健所や地方衛生研究所を設置する指定都市が所在する

道府県の果たす役割はその他の県とは異なる。そのため、指定都市の役

割が重要となるが、感染症法には設けられている指定都市の権限に関す

る特例が特措法には設けられていないことから、指定都市の市長の事

務・権限は極めて限定的となっている。 

  このことから、特措法に基づく道府県知事の権限を、希望する指定都

市の市長に財源と併せて移譲できるようにするなど、指定都市が地域の

実情に応じて、柔軟かつ機動的に感染症対策を実施できる仕組みを構築

すること。 

イ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金について、指定都市など

大都市部において多数の陽性者が発生している状況を踏まえ、指定都市が

地域の実情に応じて柔軟かつ機動的に活用できるよう、指定都市を直接交

付の対象にするとともに、更なる増額や対象事業の拡充を図ること。 

ウ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について、令和３年

度において追加の財政需要が生じていることから、当該交付金の増額及び

速やかな交付、対象事業の拡大など、地域の実情に応じて柔軟に対応でき

るよう、必要とされる額の財政措置を確実に行うこと。 

また、交付金の算定に当たっては、現在は都道府県単位で算定されてい

る感染状況の指標について、市町村単位の陽性者数に基づき算定するなど、

感染症に起因する人流の停滞に伴う影響を含む各市町村における財政需

要を適切に反映し、４月に創設された事業者支援分も含め、地域経済や住

民生活に最も身近な基礎自治体である市町村に対してより重点的に配分

すること。 

さらに、財政力に関わらず必要な額を措置するよう、算定方法を見直す
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など、大都市に十分配慮すること。 

併せて、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金「協力要請

推進枠」について、現状の２割の地方負担を全額国が負担するとともに、

財政支援対象の上限額を超えて、事業者への協力金の上乗せ等を行った地

方自治体に対し、特段の財政措置を講ずること。 

エ 指定都市が、今後も感染拡大防止と社会経済活動の両立及び感染症対策

への備えを万全に行い、その役割を積極的に担うことができるよう、必要

となる大都市の需要を見込んだ上で地方財政計画へ適切に反映し、必要な

財政措置を行うこと。 

オ ワクチンについては、国の責任において安定的な供給を行うとともに、

供給の時期や量について速やかに情報提供を行うこと。 

特に人口・人流の集中する大都市に対しては、全国的な感染拡大防止に

向けた戦略的な供給を行うこと。また、効率的なワクチンの供給・接種体

制を確保・構築する必要があるため、ワクチン流通等の調整に関する道府

県の権限を希望する指定都市に移譲すること。 

さらに、ワクチンの安全性、有効性及び副反応に関する情報や接種の社

会的意義について、様々な媒体を用いて十分に周知するとともに、接種を

しない者に対する差別や偏見を生まないように配慮した情報発信を行う

こと。また、ワクチン接種が進む中において新規感染者が急増している諸

外国の状況を分析し、ワクチン接種を進める過程における感染拡大防止に

必要な市民の行動等について、情報発信を行うこと。 

加えて、65 歳未満への迅速な接種も展望し、企業や大学での接種など、

平日の昼間も含めて、住民票の有無に関わらず、簡易な方法で接種が可能

な仕組みを、現時点から国の責任において検討すること。 

併せて、指定都市など大都市部において、地方自治体に新たな負担を生

じさせることなく、政府によるワクチン接種会場の設置・運営等により、

ワクチン接種の加速化を図ること。 

カ 保健所、地方衛生研究所及び感染症情報センターについては、他部署の

職員を動員するなどして感染症対策に取り組んでいるところであるが、陽

性者数の増加に伴い対応が困難になってきている。新型コロナウイルス感

染症対応が長期化する状況下での、職員の負担軽減や他の行政サービスの

継続、今後の感染症対策実施のため、中長期的な視点も含め体制・機能が

強化、充実するよう更なる支援を行うこと。 
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  また、地方衛生研究所については、感染症法や地域保健法において、そ

の位置付けを明確にするとともに、施設、設備及び検査機器の整備・更新

について国庫補助の対象とすること。 

キ 感染症対策の基本である保健所が行う積極的疫学調査や健康観察は、ク

ラスターの急激な連鎖の防止と感染経路の把握により感染源を推定する

もので、いわゆる感染経路不明の場合においても、調査により濃厚接触者

等を特定することができ、新たな感染拡大の予防に寄与するとともに、医

療提供体制の維持につながることから、地方自治体が陽性患者や濃厚接触

者に対する積極的疫学調査を確実に実施できるよう、国において必要な支

援を行うこと。 

 

（２）雇用の維持と事業の継続 

労働者に対する相談体制の充実や労働者の安定的雇用の維持、業界・業種間

の円滑な人材移行を促進する職業訓練の拡充など、雇用の維持・確保につなが

る効果的な対策を講ずること。 

また、感染症による地域経済及び住民生活への影響は深刻であり、幅広い業

種に波及していることから、緊急事態宣言等の適用の有無や業種に関わらず、

影響に応じた公平な経済対策を講ずること。 

さらに、中小企業や個人事業主、農林漁業者、公共交通事業者、医療機関等

の事業継続を下支えし、地域経済等への影響を最小限に抑えるため、民間金融

機関や日本政策金融公庫等による資金繰り支援の更なる拡充や、既往債務の返

済猶予等、事業者の実情に応じた最大限柔軟な対応を徹底するとともに、条件

変更に伴う追加信用保証料に対する補助を実施し、事業者の負担軽減を図るこ

と。 

加えて、飲食店への営業時間の短縮要請の実施に伴う協力金の上限額引き上

げを始め、業種・業態や事業規模に応じた新たな支援策を講ずるとともに、持

続化給付金や雇用調整助成金の特例措置といった各種給付金・助成金、家賃の

負担軽減支援など、既存支援策の期間延長、要件緩和、再給付も含め支援策を

より一層充実・強化すること。また、新型コロナウイルス感染拡大の影響が長

引いている現状を踏まえ、中小企業などに限られている融資の制度を中堅企業

も受けられるよう制度を改正すること。 

併せて、これら支援策の活用を働きかけるための周知・広報や申請サポート

体制整備、申請簡素化、交付状況の開示、手続きが不慣れな事業者に対する専
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門家の支援等の制度の充実を図るなど、迅速で実効的な支給につなげること。 

 

（３）路線バス等の地域公共交通の維持・充実 

  地域公共交通は、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中で、利用者が大

幅に減少し、危機的状況となっていることに加え、今般、地方バス路線の維持

に係る特別交付税による財政措置において、財政力指数による割り落としが

加えられたことにより、地方自治体の負担が一層大きくなっていることから、

運行サービスを維持するために必要な財政支援を講ずること。 

  また、新型コロナウイルス感染症対策として、３密回避を促す混雑情報提供

や非接触型決済導入のためのシステム導入と運用に関する経費等に対する財

政支援についても、支援の要件緩和等を含めて検討すること。 

  さらに、人口減少・高齢化が進展する状況下において、将来にわたって安定

した公共交通サービスを確保するため、交通事業者や地方自治体が主体とな

って実施する幅広い利用者を対象とした運賃割引などの利用促進等に対する

財政支援についても、財源のあり方を含めて検討すること。 

 

（４）文化芸術活動への支援の継続・充実 

  地方自治体が実施する地域の実情に見合った効果的な支援策に対し、必要

な財政措置を行うこと。 
  また、文化芸術関係者の活動機会を維持するため、イベントの開催制限等に

伴う支援策を充実させるとともに、安定的な文化芸術活動の促進に向けた継

続的・中長期的なサポートを行うこと。 
 

２ 自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

（１）データ利活用の促進のための環境整備 

ア デジタル化によるサービスの向上は、これまでは容易にできなかったデ

ータの分析などの利活用により実現するものであり、地方自治体において

は、保有する住民情報を柔軟に活用することができれば、住民の状況を地

方自治体内で横断的に把握し、適時に個々の住民に合った行政サービスを

提供することも可能となる。しかしながら、各地方自治体の個人情報保護

条例による取扱いの制限に加えて、税情報など、国による運用により利活

用が困難となっているものもある。そのため、運用面において、個人情報

の保護に留意しつつ地方自治体による住民情報の柔軟な利用を可能とす
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ることについて検討すること。 

イ 行政のデジタル化においては、住民から行政への手続のオンライン化を

進める一方、行政から住民へ発行する公的証明書等のデジタル化や、交付

方法等のオンライン化も重要となる。しかしながら、単に行政が発行する

公的証明書等をデジタル化しても、当該公的証明書等を求める民間側がそ

れを利用できなければ、その効果は生じない。そのため、民間側でデジタ

ル化された公的証明書等を入手し、活用できる環境の整備に向けて検討を

進めること。 

 

（２）情報システムの標準化・共通化に向けた支援 

ア 基幹系情報システムの標準仕様の作成に当たっては、行政区など指定都

市特有の要件を踏まえるほか、標準準拠システム間及び標準準拠システム

とそれ以外のシステム間の連携の仕組みや行政手続に係るシステムも含

めた検討をすること。また、業務プロセスの統一・標準化に向けた検討を

行うとともに、完全なデジタル化の実現までにおけるＡＩ－ＯＣＲやＲＰ

Ａの活用を考え、交付物や申請書等の様式の標準化もシステムの標準化に

先駆けて実現すること。 

イ 国からは令和７年度末までの移行スケジュールが示されているが、標 

準準拠システムへ移行する場合には、事業者による標準準拠システムの開

発に加え、各地方自治体においても他システムとの連携を含むシステム開

発が必要となり、実際に移行するまでに一定の期間を要する。事業者が全

国の地方自治体に対して同時に対応できる体制や、地方自治体においても

職員の作業負担等に課題があり、同時に開発等を行うことができるシステ

ム数にも限界がある。このことから、「(仮称)Ｇｏｖ-Ｃｌｏｕｄ」に係る

仕様の早期確定を始めとして、地方自治体に対して速やかに情報提供を行

うこととし、各システムに共通する認証基盤やデータ連携基盤の仕様など

全体設計に影響がある事項については、令和３年度中に全地方自治体に対

して案を提示し、意見聴取を実施すること。また、事業者のシステム開発

状況等について、適宜、地方自治体に情報提供を行うとともに、国の責任

のもとで、事業者のデジタル人材不足に対応するなどの適切な対応を図る

こと。併せて、事業者に対して開発スケジュールの遵守を求めるなど、適

切な調整を実施すること。それらを踏まえ、移行期限について柔軟な対応

を検討すること。特に、既に新たなシステムの開発を進めている地方自治
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体に対しては、新システム稼働後直ちに標準準拠システムへ移行すること

は極めて困難であることを踏まえ、移行期限等について相当の配慮をする

こと。 

ウ 標準準拠システムへの移行に向けては、既に新たなシステムの開発に着

手しているなど、各地方自治体の持つシステム事情に応じて、財政措置の

柔軟な運用等の配慮とともに十分な支援を行うこと。また、標準準拠シス

テムについては、各自治体の実情や地域特性に合わせた柔軟な運用も可能

とするような設計とすること。 

 

（３）キャッシュレス化に向けた環境整備 

住民の利便性向上と現金取扱い事務の負担軽減の理由から、地方自治体にお

いて、各手数料の支払のキャッシュレス化のニーズが高まっているが、行政区

がある指定都市では、支所なども含め窓口数が多く、導入経費の増加が避けら

れないことから、キャッシュレス決済の導入について必要な財政的支援を行う

こと。また、キャッシュレス決済の導入により、差し引かれた決済手数料につ

いて繰替払等の会計処理が増加することから、今後の利用拡大を見据え、地方

自治法等を見直すこと。 

 

（４）デ ジ タ ル 化 に 係 る 国 と 指 定 都 市 も 含 め た 意 見 交 換 の 場 の 創 設 及 び 適 切 な 予 算 措 置 

行政のデジタル化に当たっては、国と地方が連携して、行政を効率化し、住

民負担の最小化及びサービスの向上を実現するという目的が重要である。その

ため、法律に基づいて地方自治体で事業詳細を決定し、実施している事業が多

いことを考慮し、住民との接点が多くその現場となる地方自治体の意見を反映

することが重要である。そのため、国と地方自治体の職員が参加して意見交換

を行う場としてデジタル改革共創プラットフォームが開設されたところであ

るが、行政のデジタル化の検討においては、地方自治体の置かれている状況等

に応じて考え方が異なる場合もあることから、個々の職員の意見だけでなく組

織として集約された意見も反映できるよう、地方自治体との意見交換の場を設

けること。 

また、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律において、意見聴取

団体として地方３団体のみが掲げられているが、行政区など指定都市特有の事

情を仕様に反映させるため、指定都市市長会も意見聴取団体の対象に含めるこ

と。なお、様々な事情から本人による電子申請等を行うことが難しい住民にも
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配慮した環境の整備・仕組みも併せて、市区町村の意見を十分聞きながら検討

すること。 

さらに、行政のデジタル化の進展度合いは地方自治体ごとに異なることから、

民間のデジタル人材を活用しやすくするため、人材派遣制度に加えて、官民人

事交流制度と同様の制度を地方自治体に導入することの検討のほか、必要な財

源については財政力に関わらず必要な額を措置する等、大都市にも適切な財政

措置を行うこと。 

 

３ 脱炭素社会の実現 

（１）財政支援の規模拡大と柔軟化 

国・地方脱炭素実現会議では「今後５年程度の集中期間において、一定の限

定的な範囲や排出源で脱炭素を実現するモデルケースを複数創出する」「モデ

ルケースからスタートした脱炭素ドミノを 2030 年までにできるだけ多く実現

する」と提案されている。2030 年までに多くの地方自治体や関係主体が地域

の実情に応じた脱炭素化事業を複数年にわたり「まちづくり」として一体的、

着実かつ柔軟に実施できるよう、専門的・技術的な議論を経たうえで、カーボ

ンプライシングの導入の検討を進めるなど、新たな支援制度の創設や財政支援

の強化を行うこと。 

 

（２）情報の整備・発信及び人材派遣の支援強化 

地方自治体が脱炭素化に向けたプロジェクトを実施するに当たり必要とな

る、地域の現状・施策の効果を把握するためのデータや支援策の情報、専門的

人材の知見等を国が提供するために必要な措置を検討・実施すること。 

 

（３）国・地方の連携強化 

地域の脱炭素化の推進に当たっては、国の各分野における地方に対する政策

を整合させたうえで、国の出先機関を始めとした各機関が縦割りを廃して取り

組むとともに、地域の金融機関と地方自治体が緊密に連携して取り組む必要が

ある。また、地方自治体でも、各分野における職員の知見の底上げが必要とさ

れる。脱炭素化推進のために国と地方が連携し、継続的に議論を行うための仕

組みづくりについて、既存の枠組みの強化も含め国において積極的に取り組む

こと。 

また、再生可能エネルギー賦存量が大きい地方と都市部とのエネルギー需給
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に関する連携が地方経済の発展にもつながることから、こうした地域間連携の

仕組みづくりについて、先導的な役割を果たすこと。 

 

（４）新たな再生可能エネルギー目標の設定等 

地域の経済を循環させ、雇用を生み、レジリエンスを高める再生可能エネル

ギーの活用拡大は、脱炭素社会の実現に向けて不可欠となる。地域と共生する

再生可能エネルギー導入の促進に向け、地球温暖化対策推進法の改正などが進

められているが、地方自治体や地域金融、企業の意思決定を後押しするために

は、国全体として再生可能エネルギー導入の目標を引き上げることが重要であ

る。2030 年時点における再生可能エネルギー比率を見直し、少なくとも 45％

以上とすること。 

また、発電設備は一旦建設されると、長期に渡り使用されることから、石炭

火力発電所からの脱却をはじめ、脱炭素社会を見据えたロードマップを検討す

るなど、現時点から、2050 年を見据えたエネルギー政策を進めること。 

 

４ 少子化対策・働き方改革と全世代型社会保障の構築 

（１）子ども・子育て支援の充実 

国が必要とする１兆円超程度の子ども・子育て支援の「量的拡充」と「質の

向上」について、恒久的な財源により実施すること。 

また、新制度施行や幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、増加する地方自

治体の事務等に係る経費への恒久的な財政措置を講ずるとともに、保育所等の

施設整備に係る補助率の嵩上げ等の措置を講ずること。加えて、保育士等人材

確保のため、公定価格の処遇改善等加算の更なる拡充や地方自治体が実施する

保育士確保策への財政措置を講ずること。 

さらに、医療的ケア児の保育所等への受入促進を図るため、各園への看護師

等の配置に係る財政措置の拡充や保育施設等における訪問看護サービス利用

への医療保険の適用などの措置を講ずること。 

併せて、放課後児童クラブ等の運営費について、質の向上や人材確保のため

の処遇改善、効率的な運営の促進に要する経費及び施設を確保・維持するため

の賃借料負担への財政措置の充実を図るとともに、放課後子供教室と放課後児

童クラブの連携、一体的運営を推進するため、両事業の推進及び安定的・継続

的な実施に必要な財政措置を講ずること。 
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（２）子育て家庭等の経済的負担の軽減措置や子どもの貧困対策 

子ども医療費助成に対する統一的な国の医療費助成制度を創設するととも

に、子ども医療費助成に係る国民健康保険国庫負担金等の減額措置を廃止する

こと。 

また、児童扶養手当引上げなど経済的支援や、ひとり親家庭の親や子の就労

支援など、ひとり親家庭の支援策の拡充・強化を図ること。 

さらに、子どもたちが生まれ育った家庭の経済状況に左右されることなく、

地域においても子どもが健やかに育成されるよう、学習支援や居場所づくりを

はじめとする子どもの貧困対策に係る施策の改善・充実と財政措置の充実を図

ること。 

併せて、不妊治療の保険適用のみならず、不育症の検査や治療に対する保険

適用を図ること。 

 

（３）学校における働き方改革の推進 

学校における働き方改革を推進するため、少人数学級の拡充、少人数指導や

小学校での教科担任制・専科教員による指導の充実及び加配教職員の要件緩和

などの更なる教職員定数の改善や、部活動指導員、スクール・サポート・スタ

ッフ、スクールロイヤー、外国語指導助手等の専門スタッフの配置など教職員

の負担軽減に向けた施策に対して、より一層の財政措置を講ずること。 

また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーをはじめとする

専門家の養成を図るとともに、これら専門家を教職員定数として算定し、更に、

育児休業者の代替措置として正規教職員を充てた場合にも、算定基礎定数に含

め、いずれも国庫負担の対象とすること。 

 

（４）地域医療構想の実現 

  法制上、都道府県及び指定都市のそれぞれが医療提供体制の確保に関して

果たすべき役割を明確化し、指定都市については、地域の実情に応じて、二次

医療圏等の住民に対して良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保

等に努めなければならない旨を定めること。 

  また、希望する指定都市は、地域の実情に応じて、法定の医療計画を定める

ことができることとすること。その場合には、当該指定都市を包括する道府県

に協議しなければならないこととしつつ、病院の開設許可等に際して当該道

府県の同意を求めることを不要とすること。また、当該指定都市に対し、必要
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な権限（医療審議会や地域医療構想調整会議の設置、医療機関に対する勧告・

命令等）を付与すること。 

さらに、地域医療介護総合確保基金については、指定都市が地域の実情に応

じた主体的な取組ができる仕組みとなるよう、指定都市への配分枠を確保する

など、運用の改善を講ずるとともに、希望する指定都市については、地域医療

介護総合確保基金を設けることができるようにすること。 

 

（５）医療保険制度の抜本的改革及び国民健康保険財政の確立 

国民皆保険制度を安定的で持続可能な制度としていくため、国の責任におい

て、医療保険制度の一本化に向けた抜本的な改革を実現すること。 

また、一本化が実現するまでの間は、平成３０年度からの医療保険制度改革

にとどまらず、更なる国費の追加など、国民健康保険制度が抱える構造的な問

題の解決に必要な財政措置を講ずるとともに、地方単独事業に係る国庫負担金

等の全ての減額措置を廃止するといった安定的な制度運営に向けた対策を講

ずること。 

 

（６）介護保険制度の円滑な実施 

介護保険制度が、円滑かつ長期にわたり安定した運営ができる制度となるよ

う、介護報酬の改定や制度改正を行うに当たっては、地方自治体の意見を十分

反映すること。 

また、地域支援事業については、必要な財政措置を講ずること。特に、介護

予防・日常生活支援総合事業について、地方自治体の実情に応じて柔軟に対応

すること。 

さらに、介護従事者の確保・定着に向けて、適切な介護報酬の設定など必要

な対策を講ずるとともに、給付費の増大に伴い保険料や利用者負担が拡大して

いることから、現行の低所得者の保険料軽減にとどまらず、更なる負担軽減策

を実施すること。 

 

５ 防災・減災、国土強靱化の推進と質の高い社会資本整備の実現 

（１）インフラ施設の長寿命化対策  

国民の生命と暮らしを守るためには、インフラ施設の計画的な維持管理・更

新等が不可欠であることから、ライフサイクルコストの最小化を目指す予防保

全型の修繕等への重点的な支援とともに、新技術等によるコスト低減手法の開
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発、包括的な民間委託といった新たな事業手法の導入の情報提供等を行うこと。 

 

（２）公共施設等適正管理推進事業債等の対象拡大・恒久化 

  令和３年度までとされている「公共施設等適正管理推進事業債」について、

災害対策等において重要な役割を担う区役所や消防署などの公用施設も対象

とするとともに、長期的な視点をもって、公共施設等の更新・統廃合・長寿命

化等を計画的に行う必要があることから、時限措置でなく、恒久的な措置とす

ること。 

  また、「緊急防災・減災事業債」の耐震化事業において、災害対策等にあっ

て重要な役割を担う区役所などの全部改築も対象とするなど、対象を拡大す

ること。 

 

（３）下水道事業における国土強靱化のための財源の確保 
国民の安全で安心な暮らしを持続するため、下水道事業における浸水・地震・

老朽化対策など国土強靱化のための対策について、必要な財源の確保を行うこ

と。 

 
（４）義務教育施設等の整備促進 

学校施設の老朽化対策や防災・減災機能の強化に加え、最近では学校施設に

おけるバリアフリー化の一層の推進や小学校における３５人学級編制への対

応が新たに求められていることから、計画的な学校施設整備推進のために必要

な事業量に見合う財政措置を講ずるとともに、事業採択時期の早期化を図るこ

と。 

また、補助要件の緩和や補助単価の引上げ等の制度の充実を図るとともに、

空調設備設置事業の実施のために必要な財源を継続的に確保すること。 

 

６ ＧＩＧＡスクール構想の実現 

（１）ＧＩＧＡスクール構想実現に向けた制度の充実 

１人１台端末整備に対する国庫補助に当たっては、初期整備に限定せず、端

末の運用・維持等及び更新に係る継続的な制度の充実を図ることとし、併せて

高等学校段階の端末整備について義務教育段階と同等の制度となるよう充実

を図ること。 

また、授業や家庭学習等を行う際に要するセキュリティ対策費用、授業目的
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公衆送信補償金及びインターネット接続回線等の使用料に対しても財政支援

を行うとともに、通信環境円滑化に係る事業につき、採択時期の早期化を図る

こと。 

 

（２）新たな価値を創造する力の育成 

児童生徒・教員の力を最大限に引き出し、多様な子どもたち一人一人に個別

最適化された環境で資質・能力をより確実に育成するためには、学習活動の充

実や授業改善を一層図る必要がある。デジタル教科書・ＡＩドリル・授業支援

ソフト等の導入、ＩＣＴ活用の基盤となる大型提示装置などの確実な整備・更

新、ＩＣＴ支援員の１校１人配置等の人的措置、教員研修等、その実現のため

に必要な経費についても財政措置を講ずること。 

 

７ 多様な大都市制度の早期実現と広域連携の推進 

（１）多様な大都市制度の早期実現 

基礎自治体優先の原則の下、住民がより良い行政サービスを受けられるよう、

従来から指定都市市長会が提案している「特別自治市」制度について、指定都

市市長会の「多様な大都市制度実現プロジェクト」報告も踏まえ制度化に向け

た議論を加速させるなど、地域の特性に応じた多様な大都市制度の早期実現を

図ること。 

 

（２）多様な広域連携の取組による生活機能の確保等 

  今後、連携中枢都市圏において、地域の中核的な役割を担う指定都市が、近

隣市町村と連携しながら、各地域における必要な生活機能の確保をはじめと

する標準的な行政サービスをより安定的に行うために必要な歳出を地方財政

計画に見込むことにより地方交付税の必要額の確保を行うなど適切な財政措

置を早急に講ずること。 

  また、連携中枢都市圏制度について、地方自治体の自主性や自立性を十分に

尊重しつつ法定化することにより安定的に推進できる仕組みとすること。 

  さらに、三大都市圏における財政面等の支援を含む連携促進に向けた既存

制度の拡充や、新制度の創設等の早期実現に向けた検討を積極的に行うこと。 

 

８ 地方一般財源総額の確保と臨時財政対策債の廃止 

（１）安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保 



14 
 

  いわゆる「地方一般財源総額実質同水準ルール」については、「経済財政運

営と改革の基本方針２０１８」において、引き続き３年間維持することとされ

ており、令和３年度までの措置となっている。今後も、社会保障関係経費の増

加に加え、新型コロナウイルス感染症の影響による経済の下振れや税収の大

幅な減少も懸念されることから、地方の財政需要を的確に地方財政計画に反

映し、令和４年度以降も令和３年度の地方財政計画の水準はもとより、安定的

な財政運営に必要な地方一般財源総額を確保すること。 

 

（２）地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保 

地方交付税は国から恩恵的に与えられているものではなく、地方固有の財源

であり、国の歳出削減を目的とした総額の一方的な削減は決して行うべきでは

ない。また、地域社会に必要不可欠な一定水準の行政サービスを提供するため

の財源保障機能と税源偏在の調整機能をもつことから、大都市特有の財政需要

や地方税等の収入を的確に見込むことで、標準的な行政サービスの提供に必要

な地方交付税額を確保すること。 

なお、地方交付税を補助金や交付金のような政策誘導手段として用いること

や、地方交付税額の大都市に限定した削減並びに地方が保有する基金の現在高

を理由とした削減は、決して行わないこと。 

 

（３）臨時財政対策債の廃止 

臨時財政対策債は相対的に指定都市への配分割合が大きいため、指定都市の

市債残高に占める臨時財政対策債残高の割合は拡大しており、市債発行額抑制

や市債残高削減の支障となっている。地方財源不足の解消は地方交付税の法定

率引上げなどによって対応し、臨時財政対策債は速やかに廃止すること。また、

既往債の元利償還金については、その全額を将来に渡り確実に地方交付税措置

すること。 

 

（４）地方交付税額の予見可能性の確保 

  地方交付税の具体的な算定方法を早期に明示し、各地方自治体における予

算編成に支障が生じないように地方交付税額の予見可能性を確保すること。 

 

９ 国・地方間の税源配分の是正と大都市税源の拡充強化 

（１）国・地方間の税源配分の是正 
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地方自治体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できる真の分権型社

会を実現するため、消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税からの税源移譲

を行い、国・地方間の「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の

役割分担を抜本的に見直した上で、その新たな役割分担に応じた「税の配分」

となるよう、地方税の配分割合を高めていくこと。 

また、地方自治体間の財政力格差の是正は、法人住民税などの地方税収を減

ずることなく、国税からの税源移譲や地方交付税の法定率引上げ等、地方税財

源拡充の中で地方交付税なども含め一体的に行うこと。 

 

（２）大都市税源の拡充強化 

  大都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税及び

法人所得課税の配分割合を拡充するとともに、道府県から指定都市に移譲さ

れている事務・権限等について、所要額が税制上措置されるよう、税源移譲に

より大都市特例税制を創設すること。 

 

（３）固定資産税の安定的な確保 

  固定資産税は基礎的行政サービスの提供を安定的に支える上で重要な基幹

税目であり、国の経済対策にこれを用いるべきではなく、新型コロナウイルス

感染症緊急経済対策における税制上の措置等について、今後期間の延長や新

たな負担軽減措置の創設等を行わないこと。 

 

 

令 和３ 年５月 １７日 

指 定 都 市 市 長 会 



脱炭素社会の実現に向けた指定都市市長会提言 

 

温室効果ガス排出削減等に関する国際的な枠組みであるパリ協定の運用が 2020 年

から開始された。国内では、2021 年 3 月、地球温暖化対策の推進に関する法律に｢2050

年までの脱炭素社会の実現」を基本理念として位置付けることが閣議決定され、4 月

には、脱炭素で、かつ持続可能で強靭な活力ある地域社会を実現する行程となる「地

域脱炭素ロードマップ」の骨子案が示された。さらに、4月 22 日、政府の地球温暖化

対策推進本部で、菅総理大臣が、2030 年に向けた温室効果ガスの削減目標について、

2013 年度に比べて 46％削減することを目指すと表明するなど、脱炭素社会の実現に

向けた動きが加速している。 

気候変動に伴って自然災害が増加・激甚化し、「気候危機」とも言われる今日の状況

から、市民の安全・安心を守り、また、市内経済の担い手である中小企業の経済活動

や市民生活を持続可能なものとしていくことはＳＤＧｓの実現にも寄与するもので

ある。こうした観点からも指定都市が中心となって温室効果ガス排出量を大幅に削減

するための施策を積極的に講じていくことが必要である。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大で冷え込んだ経済の復興と、地球温暖化問題

の解決を同時にめざすグリーン・リカバリーにより、環境と成長の好循環を実現する

ことが求められる。 

こうした課題意識の下、国が宣言した 2050 年までの脱炭素社会の実現に向けて、

指定都市が連携し、産業界などの各主体と議論を重ねながら、温室効果ガス排出量の

着実な削減を行っていくため、以下のとおり提言する。 

 

１ 温室効果ガス排出削減に取り組む地方自治体への支援 

 2050 年までの脱炭素社会の実現に向け、今後 5年間の集中期間における具体的な

取組だけでなく、2050 年の目標から逆算した目標到達プロセスを示すとともに、

再生可能エネルギーの導入・活用や、関連設備等の維持・改修・更新のための財

政的支援及び専門的知見の提供等を充実・強化すること。 

 

２ イノベーション実現に取り組む企業・大学等への支援 

 温室効果ガス排出削減につながるイノベーションの早期実現に向けて、技術開

発・実証等に積極的に取り組む企業や、人材の育成・供給に取り組む大学等に対

して、規制緩和や継続的な財政支援を行うこと。 

 

３ 自治体間連携の促進 

 電力の大消費地である指定都市と、再生可能エネルギーの高いポテンシャルを有

する地方自治体との連携を促進するため、「地域循環共生圏」の展開に向けた情報



提供等の強化や、制度面や財政面での支援など、多面的かつ実効性のある支援を

行うこと。 

 

４ 市民や事業者等の機運醸成 

市民や事業者等が温室効果ガス排出削減の必要性を理解し自発的に取り組むこと

を促すために、2050 年までの脱炭素社会実現への機運醸成に向け、カーボンフッ

トプリント制度の導入促進など温室効果ガス排出量の見える化を図るための情報

発信・普及啓発を更に強力に推進すること。 

 

５ 炭素税等の導入及び地方税財源化の検討 

 炭素税等のカーボンプライシングについて、市民や中小企業に過度な負担を強い

ることなく、企業の競争力強化や投資促進につながるよう、専門的・技術的な議

論を経たうえでの導入を検討すること。あわせて、炭素税等の導入に際しては、

地方自治体が地域の状況に応じた温室効果ガス排出削減事業を展開できるよう、

その一部を指定都市をはじめとする地方の税財源とする検討を併せて行うこと。 

 

 

令 和３ 年５月 １７日 

指 定 都 市 市 長 会 

 

 

 

※ 今国会で審議中の「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案」が成立

して公布された場合、冒頭部分の記述を以下のとおり修正する。 

［現 行］2021 年 3 月、地球温暖化対策の推進に関する法律に「2050 年までの脱炭素社会

の実現」を基本理念として位置付けることが閣議決定され 

［修正後］2021 年、地球温暖化対策の推進に関する法律に「2050 年までの脱炭素社会の実

現」を基本理念として位置付け 



児童福祉司の人材確保・育成に関する指定都市市長会提言 

 

 全国的な児童虐待相談・通告件数の急増、児童虐待重大事例の発生を踏まえ、

国においても、「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」に基づく児童虐待防止

対策の強化を図られているところである。 

 全ての子どもが、地域でのつながりを持ち、虐待予防のための早期対応から

発生時の迅速な対応、虐待を受けた子どもの自立支援等に至るまで、切れ目な

い支援を受けられる体制の構築が必要である。とりわけ、現場の最前線で取り

組む児童福祉司の増員及び専門性向上の必要性は指定都市における共通認識と

なっており、児童福祉司の数を大幅に増やしながら、かつ、一人一人の資質を

向上させていくことが、人口規模の大きい指定都市における喫緊の課題となっ

ている。 

このため、児童福祉司が専門職としてのやりがいと充実感を持ちながら、よ

り的確に職務を遂行できる体制としていけるよう、以下に掲げる具体的な取組

について、国において積極的に検討し適切な措置を講ずるよう要請する。 

 

１ 児童福祉司法定研修の確実な受講に対する支援と研修内容の充実・均質化 

  児童福祉司の業務は高度な専門性が求められ、任用前後の法定研修を確実

に受講できる環境が必要であり、時間や場所にとらわれないＷｅｂ講座やＤ

ＶＤ講座等の導入、近隣自治体間の連携による研修の共同実施や相互利用の

促進等を進めていくべきである。また、こうした取組は、児童相談所間にお

いて均質で切れ目のない支援を行っていく上でも有効である。 

  ついては、全国の児童相談所で共通して習得すべき内容については、国に

おいて、共通のＷｅｂ用教材、ＤＶＤ等の映像教材及び共通テキスト等の開

発、研修講師の紹介や派遣などを行うとともに、各児童相談所における受講

環境整備への更なる財政支援を行うこと。また、大学等の教育機関とも意見

交換しながら、経験の蓄積を担保できる研修システムを構築すること。 
 

２ スーパーバイザー研修等の専門性の高い研修の受講機会の拡大  

  スーパーバイザー研修及び新任児童相談所長研修等の専門性の高い研修に

ついては、スーパーバイザー等が長期間現場を離れることが難しい現状を踏

まえ、広域ブロック単位での開催を推進するべきである。この点については、

国の令和３年度予算において、全国に２か所ある民間研修機関を活用するこ

とが盛り込まれたところであるが、専門職の養成に関わる大学等との連携に

よる研修機関の拡充等により、より効率的な受講が可能となるよう更なる環

境整備を行うとともに、研修内容の充実を図ること。 
 



３ 児童福祉司を目指す人材の裾野拡大  

  児童福祉司が社会で重要な役割を担う、やりがいのある職業として認知さ

れるよう更なる取組が必要である。ついては、国を挙げて、早い段階から教

育課程等において、児童福祉分野を志向する学生を増加させるような新たな

啓発、取組を行うこと。また、大学等へ進学しやすい環境を整備するため、

奨学金制度の充実、学費の減免制度などの新たな財政措置を行うこと。 
 

４ 職場環境や処遇面の改善  

  若い世代が積極的に児童福祉司を選択し、意欲や将来への展望を持ちなが

ら職務に当たることができるよう、各地方自治体が行う児童相談所の増員・

体制強化に伴う執務環境の整備、児童福祉業務の困難さに見合った処遇面で

の更なる改善及び働き方改革に繋がる取組に対し、更なる財政支援の拡充を

図ること。 
 

 

令和３年５月１７日  

指 定 都 市 市 長 会  



 

統一的な子ども医療費助成制度の創設に向けた指定都市市長会要請 

  

国において、教育の分野の少子化対策の取組として、幼児教育・保育の無償化に踏み切っ

た今、医療の分野においても、子ども医療費助成に係る統一的な制度の創設・実施を改めて

要請するため、令和２年８月に、全ての指定都市で構成する「子ども医療費助成制度のあり

方に関する研究会」を設置し、この中で、子ども医療費助成制度の課題を整理した上で、課

題の解決方法について各都市が意見を出し合い、検討を行った。 

その結果、国において創設する統一的な子ども医療費助成制度は、地方自治体の意見が反

映され、地方自治体間で生じている差異をなくすような統一的な制度であることが望まし

く、また、その制度の創設・実施のためには、子どもの医療費について、国と地方自治体と

で協議の場を持ち、医療保険制度の給付割合を含む助成水準のあり方について検討し、子ど

もへの医療費助成制度の実現を目指す体制づくりが重要であるという認識を共有した。 

すなわち、社会福祉や社会保障など、全国的な規模で若しくは全国的な視点に立って行わ

れるべき事業を実施するための制度の創設については、国が主な役割を担うとしても、住民

福祉の増進に資する行政サービスを実施する地方自治体も、その役割分担を踏まえ、共通の

目標の達成に向けて、各々が自らの役割として、今何ができるのか、今後どのように進める

のかを共に議論し、連携できる場を確保したいと考えている。 

その上で、統一的な子ども医療費助成制度の創設と実施に向けて、指定都市としては、国

に対し一方的に要請するのではなく、制度のあるべき姿とその財源について目標を共有でき

るようにしていきたいと考えている。 

ついては、国と地方自治体が協議の場を持ち、医療保険制度における子ども医療費助成制

度のあるべき姿について共に議論した上で、国において、統一的な子ども医療費助成制度を

創設されるよう、次のとおり要請する。 

 

１ 国と地方自治体が共同で検討を行う体制の構築 

子どもの医療費について、国と地方自治体において、医療保険制度の給付割合を含む助

成水準のあり方を共同で検討し、指針を示した上で、子どもへの医療費助成制度の必要性

を共有すること。 

その検討に際しては、子どもたちが、日本のどこに住んでも安心して医療が受けられる

よう、また、必要な財源を確保し長期的に安定した制度設計となるよう、国と地方自治体

が共同で検討を行う体制を構築すること。 

 



 

 

 

２ 子どもへの医療費助成に係る統一的な制度の創設 

地方自治体が独自に実施している子ども医療費助成制度は、長年にわたる制度の拡充を

経て制度の内容に大きな差が生じており、統一的な制度の創設と実施に向けた検討に当た

っては、地方自治体における制度の運用実績等を分析・検討した上で、地方自治体の意見

を反映させる必要がある。このため、国と地方自治体が子ども医療費助成制度のあるべき

姿について共同で検討を行い、連携して統一的な制度の創設・実施を目指すこと。 

 

３ 国民健康保険の国庫負担金等の減額措置の廃止 

子どもの医療費について、医療保険制度の給付割合を含む助成水準のあり方を十分に議

論するとともに、国民健康保険の国庫負担金等の減額措置を廃止すること。 

 

令和３年５月１７日 

指 定 都 市 市 長 会 



予期せぬ妊娠で悩む人々への十分な対応を図る体制整備 

に関する指定都市市長会要請 

 
 

熊本市の⺠間病院（以下「当該病院」という。）が平成１９年度に開設した、
匿名で子どもを預け入れることができる、こうのとりのゆりかご（以下「ゆり
かご」という。）には、令和元年度までの１３年間に全国から１５５人（うち
熊本県外１０６人）の子どもが預け入れられている。また、当該病院には、妊
娠に関する悩み相談が、令和元年度だけでも６，５８９件（うち熊本県外３，
９４５件）寄せられている。このことは、予期せぬ妊娠など、様々な事情を抱
え、差し迫った状況に置かれている人々が全国に多数存在していることを示し
ている。 

 
ゆりかごは、遺棄された新生児の命を救いたいという思いから設置されたも

のであるが、ゆりかごへの預け入れを前提とした⾃宅出産や⻑距離移動等によ
り、⺟子の生命が危険にさらされるという課題は未だ解消されていない。これ
までのゆりかごへの預け入れは、⾃宅出産が５０％、熊本県外からの⻑距離移
動が６８％（不明３７件を除く）となっており、⺟子の生命の安全が懸念され
る状況にある。 

また、令和元年度に当該病院に寄せられた相談についても、熊本県外からの
相談が６０％を占めており、相談時間帯については、１７時から翌朝９時まで
の夜間早朝相談が５６％となるなど、全国から昼夜を問わず相談が寄せられて
いる状況にある。 
 

ゆりかごに係る事例において、事前の相談により預け入れを回避できた例も
あることから、妊娠に悩む人々に適切な支援を行うために、指定都市をはじめ
とした全国の地方⾃治体における相談・支援体制の更なる充実を図っていかな
ければならない。 
 

また、改正児童福祉法では、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、子
どもを権利の主体と捉え、その最善の利益を優先すべきことがより明確化され
た。しかし、この改正法の趣旨を踏まえると、匿名で預け入れることのできる 



ゆりかごには、その後の養育において様々な支障が生じることや、子どもの出
⾃を知る権利が損なわれること等、児童の最善の利益の観点から懸念がある。
今後は、生まれてくる子どもの権利を保護しながら、いかに妊娠で悩む人々を
救済していくか、双方の利益を考慮しながら適切な社会制度を構築していく必
要がある。 

ゆりかごの検証を行うために熊本県及び熊本市が設置した専門部会におい
ても、検証報告書において、国に対し内密出産制度を早急に検討するよう要望
しており、新たな法の整備を含め、あるべき制度の姿を検討していく必要があ
る。 

 
指定都市市⻑会として、これまで国に対し、予期せぬ妊娠で悩む人々の救済

と生まれてくる子どもの権利の両立を図るため、ドイツにおいて内密出産制度
が導入されたように、我が国においても法整備を検討いただきたい旨の要望を
行ってきたところである。 

そのような中、令和元年１１月２１日に当該病院が、匿名妊婦の受け入れを
報道機関へ表明し、当該病院が考える内密出産がいつ開始されてもおかしくな
い状況となっている。 

しかしながら、当該病院が考える内密出産は、現行法において適法と判断し
うるのか、そもそも児童の権利に関する条約に謳われている子どもの出⾃を知
る権利が十分保障されていると判断しうるのか等の課題がある。 
 

予期せぬ妊娠に関する様々な課題は、⼀地方⾃治体・⼀⺠間病院で解決でき
るものではなく、国の責任において検討されるべき課題であり、これらの課題
解消に向けた更なる体制整備を早急に進める必要がある。 

日本の社会において、妊娠や出産に係る全ての悩みが解消され、全ての子ど
もたちに祝福された生を与えられるよう、国の責務において次の事項を早期に
実現するよう、指定都市市⻑会として強く要請する。 
 
１ 全国からの相談や預け入れが昼夜を問わず行われていることを踏まえ、 

予期せぬ妊娠で悩む人々が相談しやすいよう、２４時間３６５日対応の電話
及びメール等相談窓口を国において整備し、その周知を行うこと。 

 



２ 指定都市をはじめとした地方⾃治体において、妊娠や出産に関する相談体
制の整備・強化に向けた積極的な取り組みを推進することができるよう、相
談体制の整備及び人材育成にかかる経費など十分な財政的支援を行うこと。 

 
３ 予期せぬ妊娠で悩む人々の救済と生まれくる子どもの権利の両立が図られ

るよう、現場の実情を踏まえ、我が国に適した制度の在り方について、内密
出産制度等の法整備も含めた検討を急ぐとともに、協議の場を設置すること
を求める。 

 
 

令和３年５月１７日  

指 定 都 市 市 長 会 



指定都市市長会

「多様な大都市制度実現プロジェクト」

中間報告

令和３年５月17日
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現在の⼤都市制度の状況

地域の実情に応じて、上記からふさわしい⼤都市制度を選択できるようにすべき。

大都市制度

未制度化

制度化済

制度化済 ・地方自治法第252条の19第1項 大都市に関する特例
・都道府県が担う児童福祉に関する事務などを実施

・事務と財源のアンバランス等から、指定都市市長会では長年にわたり事務に見
合った税財政制度の見直しを要望しており、更なる強化検討が必要。

・東京都の特別区制度を準用。
・手続きは大都市地域における特別区の設置に関する法律による

・指定都市等関係市町村を廃止し特別区に再編するとともに、市民に身近な行政
は公選制区長のもと特別区で、広域行政は広域自治体へと事務・財源を再編

・基礎自治体をベースとし道府県の区域外となる新たな一層制の地方自治体。
・第30次地方制度調査会で意義が認められるも、検討にあたり課題が示されてお
り、対応策の提示とこれに沿った対応が必要である。

特別区設置制度（いわゆる都構想）

指定都市制度

特別自治市制度

2



特別⾃治市制度を検討する意義と⽬的
 現⾏の地⽅⾃治制度のもと、指定都市制度の創設、市町村合併や基礎⾃治体への事
務・権限の移譲、連携中枢都市圏構想の推進など、基礎⾃治体の権能を充実する施策
が⾏われてきたが、広域⾃治体と基礎⾃治体という⼆層制の地⽅⾃治構造は変わって
いない。

 地⽅分権を推進するためには、基礎⾃治体を⾃⽴させることが不可⽋である。今後も、
事務・権限の移譲とともに、極めて不⼗分となっている税財源の⼤幅な移譲が必要で
ある。

 指定都市は、国内⼈⼝・国内総⽣産の20％以上を占め、我が国の社会経済及び圏域の
地域経済において、極めて重要な役割を果たしている。しかし、従来から指定都市市
⻑会が提案している「特別⾃治市」制度は未だ地⽅⾃治制度の中に存在しないなど、
⼤都市制度に係る法的整備は⼗分になされていない。

 現在の⼆層制の地⽅⾃治構造では指定都市がその期待される役割を⼗分に果たすこと
ができず、⼈⼝・産業が集積する圏域の中枢都市として、⼈⼝減少・⾼齢化やデジタ
ル化、グローバルな都市間競争、感染症対応など複雑多様化する時代に即応した⼤都
市制度に転換する必要がある。

 本プロジェクトは、時代に即応した多様な⼤都市制度実現の１つの⽅策として⼆重⾏
政を完全に解消し、効率的かつ機動的な⼤都市経営を可能とし、市⺠サービスの向上
はもとより、東京⼀極集中の是正と圏域の発展、⽇本の国際競争⼒を強化するととも
に、その効果を国内に広げ持続可能な⾃⽴した地域社会の実現を図るため、国⺠的な
理解と協⼒の下、広域⾃治体の区域外となる「特別⾃治市制度」の⽴法化を提⾔する。3



特別⾃治市制度の概要

特別⾃治市

⾏政区
●効率的で、区⺠に⾝近な総合
⾏政機関
●何らかの住⺠代表機能を持つ

国
特別⾃治市

道府県が市域内で担う事務及び
指定都市の事務を統合１

層
制

＜新たな⼀層制⾃治体＞

市町村

道府県

 特別⾃治市は、広域⾃治体に包含されない⼀層制の地⽅公共団体とする。
 特別⾃治市の法的位置付けは、現⾏の地⽅⾃治法第２条第３項に規定する市町村（基礎的
な地⽅公共団体）、同第５項に規定する都道府県（広域の地⽅公共団体）のいずれにも該
当しない新たな地⽅公共団体であり、「特別地⽅公共団体」とする。また、その事務は、
現⾏の指定都市が担う事務及び道府県が指定都市の市域内において担う事務（ただし、包
括する市町村間の連絡調整事務や補完事務を除く）を処理する。

 特別⾃治市は、⼀層制であることから、道府県が有する包括する市町村の連絡調整機能や
補完機能は有しないが、圏域の核となり他の基礎⾃治体との連携の中⼼的な役割を果たす。

4

連携強化

現 在

道府県
基礎⾃治体を包含する広域⾃治体

指定都市

⾏政区

●広域調整機能 ●医療政策
●警察 など

＜基礎⾃治体＞

国

２
層
制

市町村



大都市が中心となって圏域・地域全体の活性化を促進
⇒多極分散型の国土を形成することで東京一極集中の是正に！

広域にまたがる業務を特別自治市が近隣自治体と連携し実施
⇒圏域・地域全体が発展し、周辺市町村や道府県にもメリット！

諸外国では地域に応じた大都市制度により多極分散型の国土を形成
⇒諸外国の大都市と競い共存し合うことで我が国全体の発展に貢献！

二重行政を完全に解消し、効率的かつ機動的な大都市経営を可能に
⇒市民サービスの向上と持続可能な地域社会を実現！

特別⾃治市制度の必要性

二重行政の解消・行政の効率化

日本・世界の成長のエンジンとしての発展
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市⺠・道府県⺠・国⺠に向けた適切な制度理解の促進

〇⼆重⾏政を完全に解消し、効率的かつ機動的な⼤都市経営を可能とし、市
⺠サービスの向上をはかる。

○⼤都市が中⼼となって圏域・地域全体の活性化を促し、多極分散型の国⼟
を形成することで、 東京⼀極集中の是正と、我が国全体の持続的な経済発
展につながる制度とすべき。

○周辺⾃治体との関係性においては、圏域・地域の連携の核として、広域に
またがる業務を近隣⾃治体と連携し⾏うことで、圏域・地域全体の発展に
資することから、特別⾃治市制度導⼊による近隣⾃治体に及ぼす好影響に
ついても、発信していくべき。

○また、諸外国においては、それぞれの国がその国にふさわしい⼤都市制度
を構築することで、既に多極分散型の国⼟を形成している国も多く存在し
ており、グローバル社会において、⽇本の⼤都市が⼗分な活⼒を備え、諸
外国の⼤都市と競い共存し合うための制度とすべき。

基本的な⽅向性
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特別⾃治市移⾏による指定都市市⺠の住⺠サービス向上のイメージ

市⺠サービスの向上
○特別⾃治市の責任と権限、財源に基づき、市⺠のニーズに沿ったきめ細やかな
施策を⼀元的に展開。

〇市県⺠税などを含む、道府県と市で分かれている窓⼝が⼀本化されるとともに、
県の関与が廃⽌され、サービス提供が迅速化。

（（例）新型コロナウイルス感染症への対応
○指定都市の所在する道府県内における陽性者の５割が指定都市に集中している
状況であり、特別⾃治市が制度化され道府県と同等の権限が付与されれば、⼤
都市の状況に応じたより⼀元的かつ迅速な対応が期待できる。

戦略的な都市の発展
○道府県と市のインフラを⼀元的・効果的に活⽤することにより、戦略的な都市
の発展につながる。

⾏政コストの削減
○道府県と市の重複・類似業務の統合に伴う組織の簡素化や事務の効率化などに
より⾏政コストを削減し、市⺠サービスに還元。
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特別⾃治市移⾏による近隣⾃治体の住⺠サービス向上のイメージ

施設の共同利⽤
○指定都市が圏域における連携の核となり、インフラ等の公共施設等を共同で利
⽤する取組を実施。

公共交通の運営
○市域外への鉄道や公共バスの乗り⼊れなど、地域の⾜となる公共交通を指定都
市が中⼼となって管理・運営する取組を実施。

救急相談センターの運営
○圏域を対象とした救急相談センター事業を指定都市が実施し、119番への転送
や応急⼿当の助⾔、医療機関の案内を⾏うことで、救急⾞の適正利⽤の促進や
医療資源の有効活⽤を図る。
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（参考）諸外国の⼤都市制度の例
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地方制度調査会で指摘された問題点への対応

10



１．住⺠代表機能を持つ区のあり⽅

○⼀層制の⼤都市制度である特別市（仮称）について、法⼈格を有し、公選の⻑、議会
を備えた区を設置して実質的に⼆層制とすることが必要とまでは⾔い切れないが、現
⾏の指定都市の区と同様のものを設置することでは不⼗分であり、少なくとも、過去
の特別市制度に公選の区⻑が存在していたように、何らかの住⺠代表機能を持つ区が
必要 出典︓第30次地⽅制度調査会答申より抜粋

○特別⾃治市における区は、⾏政区（市の内部組織）とし、法⼈格を有しない。

○特別⾃治市における区は、区の役割、予算、裁量等を拡充することに併せ、区⻑の位置づ
けの強化とともに、議会の機能強化を⾏う。（議会での議論が必要）

＜住⺠代表機能を持つ区として以下の例が考えられる＞
・区の役割、予算、裁量等を拡充することに併せ、区⻑の位置づけの強化を検討（特別職化など）
・区⾏政に対する議会の意思決定機能やチェック機能の強化を検討

基本的な⽅向性

・特別⾃治市における区は、区⻑の位置付け等を条例により明確化しなければならないとすること
も検討してはどうかという意⾒もあった。

・地域住⺠の意⾒を直接反映させる住⺠⾃治拡充の仕組みとして、地域協議会（地⽅⾃治法第202
条の5）や地域特性を踏まえた住⺠⾃治機能強化のための組織の設置等を付加的に導⼊すること
も考えられる。 11



○広域犯罪への対応の運⽤としては、公安委員会・警察本部を道府県と特別⾃治市が
共同で設置する仕組みも考えられる。（警察法、地⽅⾃治法施⾏令の改正が必要）

○広域犯罪への対応については、現在も警察法に基づき所轄外捜査や道府県警察間で
合同捜査の形がとられているが、道府県警察が警察庁の指揮監督も受けることに鑑
み、特別⾃治市における警察事務のあり⽅については、国とも意⾒交換をし、検討
を深めていく。

２．警察事務、広域犯罪への対応

○例えば警察事務についても特別市（仮称）の区域とそれ以外の区域に分
割することとなるが、その場合、組織犯罪等の広域犯罪への対応に懸念

出典︓第30次地⽅制度調査会答申より抜粋

基本的な⽅向性
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３．地⽅税の⼀元的な賦課徴収による周辺⾃治体への影響

○特別市（仮称）は全ての道府県税、市町村税を賦課徴収することとなる
ため、周辺⾃治体に対する都道府県の⾏政サービスの提供に影響

出典︓第30次地⽅制度調査会答申より抜粋

○特別⾃治市移⾏に伴い、広域⾃治体において財源不⾜が⽣じる場合、必要な財政需
要については、⼀義的には地⽅交付税により措置される。

○特別⾃治市は、広域にまたがる業務を近隣⾃治体と連携し実施し、圏域の中⼼的な
役割を果たす(※)。

※広域連携の制度的な担保についても検討してはどうか。
（市町村連携による道府県事務の移譲、連携中枢都市圏制度の法定化など）

その他、広域に対しサービスが提供される経費等については、特別⾃治市が応分の負担をす
ることも考えられる。

基本的な⽅向性
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法的位置づけの検討
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○法概要の建て付けとしては、旧特別市規定を参考としながら、地⽅⾃治法に特別⾃
治市の定義を規定することを基本としつつ、

○移⾏⼿続等に関しては、
地⽅⾃治法に規定する⽅法や、
⼤都市地域に関する特別区の設置に関する法律の規定を参考に特別法を別途制定す
る⽅法などが考えられるが、

まずは、特別⾃治市の制度案を整理し、その上で法制⾯の検討を進めていく。

基本的な⽅向性

４．特別⾃治市の法的位置付け及び具体的な法制案

〇⼤阪都構想は、地⽅⾃治法の特別区規定を活⽤しつつ、移⾏⼿続につい
ては別途特別法を定めることにより制度化がなされた。

○今回のプロジェクトの⽬的である法概要の提案に当たっては、特別⾃治
市そのものの規定が地⽅⾃治法に存在しないことから、地⽅⾃治法への
規定が必要と考えられる。

○なお、制度設計に当たっては、地域の実情に応じた多様性を認めるべき
との意⾒が多かった。
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項⽬ 考え⽅

性格 特別地⽅公共団体

区域 都道府県の区域外とする（⼀層制⾃治体）

事務

市及び市域内における都道府県に属する事務（ただし、包括する市町村間の連絡調
整及び補完事務を除く。）、その他区域内におけるその他の⾏政事務で国の事務に
属しないものを処理。また、広域業務を近隣⾃治体と連携実施し、圏域の核となり
中⼼的な役割を果たす。

ただし、地域の実情に応じ、例えば道府県が担う⽅が効果的な事務などは道府県へ
の委託等を許容する仕組みとしてはどうか。

税財源の
調整

区域内における地⽅税は特別⾃治市が⼀元的に賦課徴収する（市⺠⽬線では地⽅税
の納税先が⼀元化される）（地⽅税法等の改正が必要）

区 現在の⾏政区をもとに、さらなる住⺠代表機能の強化を図る。

制度化にあたって整理すべき事項１
①特別自治市の位置付け
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項⽬ 考え⽅

⼿続
①指定都市制度と同様に国が政令⼜は法律で指定
②⼤都市地域における特別区設置法に準じ、道府県と市で協定を作成し申請
などを引き続き検討を⾏う。

移⾏要件 16ページ記載のような新たな地⽅公共団体への移⾏を前提とした上で、別途⼈⼝要
件も設けるべきかについては引き続き議論を⾏う。

住⺠投票

市⺠⽬線では市の区域は変わらず、⾏政サービスの主体が特別⾃治市に⼀本化され
ることによりサービスが向上し、新たな住⺠負担も⽣じない。また、市町村の合併
においても住⺠投票を必要としないことから必須ではないと考えられる。
⼀⽅で、⼤都市地域における特別区の設置に関する法律においても関係市町村⺠を
対象に住⺠投票を要している。また、地⽅⾃治のあり⽅を住⺠が直接意思表⽰でき
ることが必要であると考えられる。
などの意⾒があり、引き続き検討を⾏う。

制度化にあたって整理すべき事項２
②移行手続
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（参考）旧地⽅⾃治法の特別市規定と特別区設置法
参考例（旧地⽅⾃治法の特別市規定） 参考例（⼤都市地域における特別区設置法）

位置
付け 特別地⽅公共団体 地⽅⾃治法の特別区規定を準⽤

区域 都道府県の区域外 地⽅⾃治法の特別区規定を準⽤

性格

（旧地⽅⾃治法第264条）
特別市は、その公共事務並びに法律⼜はこれに基づく政令により特別市に
属するもの及び従来法律⼜はこれに基づく政令により都道府県及び市に属
するもの（政令で特別の定をするものを除く。）の外、その区域内におけ
るその他の⾏政事務で国の事務に属しないものを処理する。

（地⽅⾃治法281条 特別区規定）
特別区は、法律⼜はこれに基づく政令により都が処理することとされてい
るものを除き、地域における事務並びにその他の事務で法律⼜はこれに基
づく政令により市が処理することとされているもの及び法律⼜はこれに基
づく政令により特別区が処理することとされているものを処理する。

事務の
範囲 同上 特別区設置協定書で定める

税財源
の調整法に記載なし 特別区設置協定書で定める

移⾏
⼿続

（旧地⽅⾃治法第265条第2項）
特別市は、⼈⼝50万⼈以上の市につき、法律でこれを指定する。その指定
を廃⽌する場合も、また、同様とする。

（⼤都市地域における特別区設置法第3条〜第9条の概略）
（１）関係市町村・道府県による特別区設置協議会の設置
（２）特別区設置協議会による特別区設置協定書の作成
（３）特別区設置協定書の関係市町村・道府県の議会の承認
（４）関係市町村における選挙⼈の投票
（５）関係市町村・道府県による特別区の設置の申請
（６）総務⼤⾂による特別区の設置の処分

移⾏
要件 ⼈⼝50万⼈以上の市

（１）⼈⼝200万以上の指定都市
（２）⼀の指定都市及び当該指定都市に隣接する同⼀道府県の区域内の⼀
以上の市町村でその総⼈⼝が200万以上

住⺠
投票

（旧地⽅⾃治法第265条第9項）
第265条第2項の法律は、第261条及び第262条の規定により、関係都道府
県の選挙⼈の賛否の投票に付さなければならない。

（⼤都市地域における特別区設置法第7条）
前条第三項の規定による通知を受けた関係市町村の選挙管理委員会は、基
準⽇から六⼗⽇以内に、特別区の設置について選挙⼈の投票に付さなけれ
ばならない。

区の
設置

（旧地⽅⾃治法第270条第１項）
特別市は、市⻑の権限に属する事務を分掌させるため、条例で、その区域
を分けて⾏政区を設け、その事務所を置くものとする。
（旧地⽅⾃治法第271条第２項）
区⻑は、その被選挙権を有する者について選挙⼈が投票によりこれを選挙
する。

-
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多様な大都市制度の早期実現を求める指定都市市長会提言 

 

 

現行の指定都市制度は、65 年前に暫定的に導入されたものであり、人口減少

や少子・高齢化、社会資本の老朽化などの課題や圏域全体の活性化・発展の牽引

役として指定都市が求められる役割に十分に対応できる制度にはなっていない。 

指定都市は、その規模や歴史・文化をはじめ、国や広域自治体との関係性、地

域で果たす役割など、それぞれが異なる特性を持っており、各都市においても、

その地域にふさわしい大都市制度の実現を目指した取組を行っている。 

こうした中、「大都市地域における特別区の設置に関する法律」が施行され、

二度目の住民投票が実施された一方で、従来から指定都市市長会が提案してい

る「特別自治市」制度に関する法的整備はされていないなど、均衡の取れた大都

市制度とはなっていない。 

大都市制度について検討がなされた第 30 次地方制度調査会において、「特別

市（仮称）」の検討には意義があるとされたものの、当面の対応として道府県か

ら指定都市への権限移譲が徐々に進められているのみであり、制度創設に向け

た検討は進んでいない状況である。また、特別自治市など大都市制度への理解は

十分に深まっているとは言えず、指定都市市長会としても意義やメリットを整

理し伝えていくことで、市民理解を高めていく必要がある。 

このような状況を踏まえ、指定都市市長会は令和２年 11 月に「多様な大都市

制度実現プロジェクト」を立ち上げ、特別自治市制度の制度概要の検討を進め、

このたび中間報告を取りまとめた。 

特別自治市は、市民サービスの向上はもとより、東京一極集中の是正と圏域の

発展、日本の国際競争力を強化するとともに、その効果を国内に広げ持続可能な

地域社会の実現を図るものである。 

国や政党においては、大都市制度の議論を加速化させ、特別自治市制度の法制

化による多様な大都市制度の早期実現を図り、地方自治体や住民が地域の実情

に応じた大都市制度を選択できるよう、下記のとおり提言を行う。 

 

 



記 

 

１．特別自治市（第 30 次地方制度調査会答申では「特別市（仮称）」）は、同

調査会で検討の意義が認められており、国においては、同調査会から示され

た課題に対する指定都市市長会の考えも踏まえ、速やかに特別自治市の制度

化に向け議論の加速化を図ること。   

また、基礎自治体の「現場力」と大都市の「総合力」を併せ持つ指定都市

に対し、地域の実情に合わせた事務・権限と税財源の更なる移譲をより積極

的に進めること。 

 
以上 

 

 

令和３年５月１７日 

指 定 都 市 市 長 会 




